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【様式】 【国土交通省】

①分 野 １１ 危険物・防災・保安 ②意見・要望提出者 （社）経済団体連合会

（５）その他

③項 目 給油所毎の揮発油地下タンク最大貯蔵数量の緩和

④意見・要望 工業地域・工業専用地域を除く用途地域において、最大50klに制限されている第１石油類

等の内容 （ガソリン）の貯蔵総量を100kl程度まで緩和すべきである。

⑤関係法令 建築基準法第48条、建築基準法施行令第130条の９ ⑥共管 なし

⑦制度の概要 建築基準法に基づき、工業地域・工業専用地域を除く用途地域では、ガソリンスタンドに

おける第１石油類の貯蔵総量が50klに制限されている。

⑧中間公表資 国土交通省関係１９０頁

料との関係

⑨状 況 □措置済・措置予定 □検討中 ■措置困難 □その他

（実施（予定）時期： ）

○ 該当なし規制改革推進３か年計

画における記載

（説明）

建築基準法は、危険物の貯蔵又は処理に供する建築物については、その取扱う危険物が火災・爆発の危険

性が大きなものであるという特性からして、周辺の市街地環境に与える影響の大きさから、危険物の種類ご

とに用途地域に応じてその数量を定めて、建築を制限している。

ガソリン地下貯蔵施設に関しても、工業の利便の増進を図るための用途地域である工業地域及び工業専用

地域以外の、近隣に多くの住宅の混在する蓋然性の高い用途地域では、50klに制限しているのであり、これ

について規制を緩和することは適当でない。

⑩担当局課室 住宅局 市街地建築課（連絡先：03-5253-8515）
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